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計画策定の趣旨１
高齢化が急速に進展する中、団塊の世代が75歳以上となる2025年（平成37年）に向けて、高齢者が住み

慣れた地域で安心して暮らし続けるため、医療・介護・介護予防・住まい及び日常生活の支援が包括的に提
供される地域包括ケアシステムの構築が求められています。
本市では、平成24年3月に、平成24年度から平成26年度までを計画期間とする「仙台市高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画」を策定し、高齢者保健福祉施策の充実と介護保険事業の円滑な運営に努めてきまし
た。この計画は、事業の達成状況を点検・評価しながら、3年ごとに見直しを行うこととしています。
今回の見直しにおいては、東日本大震災からの再生・復興の先を見据え、現行の計画に位置付けられた施

策の実施状況や介護保険制度の改正などを踏まえるとともに、2025年（平成37年）までの中長期的な視野
に立ち、地域包括ケアシステムの構築に向けた新たな視点で計画を策定するものです。

計画の位置づけ２
本市では、平成２３年３月に新たな「仙台市基本構想」を策定し、２１世紀半ばに向けて仙台が目指す都市の

姿の一つとして「支え合う健やかな共生の都」を掲げています。また、この基本構想に掲げる都市像を実現
するために取り組むべき施策を体系的に示す長期計画として「仙台市基本計画」を策定しました。
「仙台市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、「仙台市基本計画」を踏まえ、地域保健福祉計画な
ど関連する他の本市計画と連携のうえ、高齢者の保健福祉を総合的に推進するための計画です。

この計画の期間は、平成２７（２０１５）年度から平成２９（２０１７）年度までの３年間です。
計画期間３年目の平成２９年度中に、次期計画を策定します。

高齢化の一層の進展１
本市の第１号被保険者数（６５歳以上の方の人数）は、平成２６年１０月１日現在２２０，７５５人（総人口に占める割
合は２１．０％）です。このうち６５～７４歳までの前期高齢者が５３．３％、７５歳以上の後期高齢者が４６．７％です。
本計画期間中においては、団塊の世代の方々が６５歳に達し、平成２９年には、６５歳以上の方が、約２４万２千

人に達するものと見込んでいます。このうち、前期高齢者は５２．０％、後期高齢者は４８．０％と見込んでいます。
さらに、平成３７年には、６５歳以上の方が、約２７万７千人になるものと見込んでいます。このうち、前期高
齢者は４３．１％、後期高齢者は５６．９％と見込んでおり、後期高齢者の増加傾向が続くと見込んでいます。

計画の期間３

計画策定の趣旨と位置づけ第１章

高齢者を取り巻く現状と課題第２章
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※平成26年までは実績（各年10月1日）、平成27年以降推計
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高齢者保健福祉施策を推進していく上での課題２

１　高齢者の社会的役割の拡大
本格的な少子高齢社会において、高齢者が「支えられる」だけではなく、社会を「支
える」役割を担うことができる機会の創出や、地域社会に貢献する活動の促進。

２　介護予防の推進
高齢になっても、できる限り介護を必要とせずに生活を送ることができるようにする
ための、介護予防の取り組みの総合的な推進。

３　高齢者を地域で支える環境づくり（生活支援サービスの充実）
高齢者が必要とする多様な生活支援を、公的サービスだけではなく、地域住民、ボラ
ンティア、ＮＰＯ等も含めた幅広い主体が担うことができる環境づくり。

４　認知症対策
高齢者、とりわけ７５歳以上の方、さらに、ひとり暮らし世帯が増加する中での、認知
症になっても高齢者が地域で安心して暮らし続けることができるための支援。

５　在宅での療養・介護のサポート
退院後などの在宅療養、介護を支えるための、医療や介護などの様々な専門職の連携

による支援。
６　介護保険サービスの提供体制

入所希望者等の状況や今後の高齢者数の伸びを考慮した、適切な量の介護サービス基
盤の整備の推進。

７　介護人材の確保・育成
介護サービス基盤の整備にあわせた、サービスを担う人材の確保と、質の高いサービ
スを提供できる人材の育成。

８　住まいの確保
高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるための、多様な生活ニーズに対応した住まい
の提供。

第１号被保険者数の推移



3

基本目標１

高齢者がその尊厳を保ち、健康で生きがいを感じながら、社会を支え続けるとと
もに、支援が必要になっても地域で安心して暮らすことができる社会の実現を目指
します

施策の柱２

１　高齢者の社会参加・生きがいづくりの促進　
２　介護予防に積極的に取り組める環境の整備　
３　地域における支え合いの体制づくり　
４　地域で認知症の方とその家族を支える体制の整備　
５　多職種連携による在宅での療養・介護提供体制の構築
６　日常生活圏域を中心とした介護サービス基盤の整備　
７　将来にわたる介護人材の確保　
８　多様な生活ニーズに対応した快適で安心できる暮らしの確保

地域包括ケアシステムの構築
急速に社会全体の高齢化が進行していく中で、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）に向けて、
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・介護予防・住まい及び
日常生活の支援が包括的に提供される地域包括ケアシステムの構築が求められています。
本市においては、中学校区を基本とする日常生活圏域において、地域包括ケアシステムの構築に努めてい

きます。

病　院 ■在宅サービス
■施設・居住系
　　　　　サービス

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・認知症高齢者グループ
　ホーム　等

通院・入院 通所・入所

住まい

介護
医療

生活支援・介護予防 ■生活支援サービス 等

出典：平成25年3月　地域包括ケア研究会報告書
　　　（厚生労働省ホームページ）をもとに作成

地域包括支援センター

行 政

ケアマネジャー

日常生活圏域
（本市では中学校区を基本とする。）

民生委員児童委員・
地区社会福祉協議会・町内会・
老人クラブ・ボランティア・NPO等

自宅、サービス付き高齢者向け住宅等

かかりつけ医など、日常の医療

・訪問介護・訪問看護
・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・定期巡回・随時対応型訪問
　介護看護
・看護小規模多機能型
　居宅介護　等

■在宅系サービス

基本目標・施策の体系第３章
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高齢者の社会参加・生きがいづくりの促進１

基本目標の実現に向け、８つの施策の柱により、高齢者保健福祉施策を総合的に推進します。施策の推進
にあたっては、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・介護予防・
住まい及び日常生活の支援が包括的に提供される地域包括ケアシステムの構築を目指します。

≪介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の実施≫
介護保険制度の改正に伴う新たな取り組みとして、従来、予防給付として提供されていた全国一律の訪問
介護及び通所介護を、市町村が実施する介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）に移行します。
新しい総合事業では、既存の指定事業所によるサービスに加えて地域の多様な主体が参画し、サービスを総
合的に提供していきます。
本市では、平成２９年４月に新しい総合事業へ移行することとし、移行後も引き続き安心してサービスを受

けられるよう、順次、体制づくりを進めていきます。

本格的な少子高齢社会においては、高齢者が「支えられる」だけではなく、社会を「支える」役割を
担うことができるよう、社会参加活動の促進や就労機会の確保など様々な取り組みを進めていくことが
必要です。高齢者が健康で生きがいを感じながら、社会参加していくための取り組みを支援することに
より、地域で支え合う豊かな社会の実現を目指していきます。

介護予防に積極的に取り組める環境の整備２

① 一人ひとりの介護予防・健康づくりの取り組み
ア からだの健康づくり
イ こころの健康づくり

② 地域での介護予防の取り組みを推進するための環境づくり

高齢者保健福祉施策の推進第４章

① 社会参加活動の推進
ア 社会参加活動促進のための環境整備
イ 地域社会貢献活動の促進
ウ 外出支援

② 多彩な生涯学習の展開
ア 学習機会の提供
イ 文化活動支援
ウ スポーツ活動支援

高齢になっても心身ともに健康で生きがいを感じながら積極的に社会参加できるよう、介護予防・健
康づくりの取り組みを一層推進していく必要があります。
これまでの介護予防・健康づくりへの一人ひとりの取り組みや、多種多様な機関・団体との連携によ

る取り組みに加え、今後はさらに、地域づくりの視点からの環境づくりにも取り組んでいきます。
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地域における支え合いの体制づくり３

① 地域の関係機関による支援の充実
ア 地域での見守り体制の構築
イ 多様な機関による支援
ウ 地域包括支援センターの機能強化

② 在宅生活を支える多様な支援
ア 要援護高齢者への支援
イ 高齢者のみ世帯への支援
ウ 介護家族への支援

③ 高齢者虐待の防止と権利擁護
ア 高齢者虐待の防止
イ 高齢者の権利擁護

日常生活上の支援が必要になっても安心して暮らし続けることができるよう、住民や関係機関等の
様々な主体が参画した多様な生活支援サービスを充実することで、地域における支え合いの体制づくり
を進めていきます。
また、高齢者の尊厳保持のため、虐待の未然防止、早期発見・早期対応への取り組みを進めるととも

に、成年後見制度の一層の活用促進を図っていきます。

個々の取り組みから、グループとして、地域としての取り組みへ

いきいきと健やかに、安心して過ごせるまち・仙台の実現

たくさんの人が介護
予防に関心を持つ

「家から外に出てみよう」
と考える人が増える

「出番」や「役割」を持ち
続け活躍する人が増える

認知症の人やその家族が
安心して暮らし続ける

協働・連携の輪

一人ひとりの介護予防・健康づくり一人ひとりの介護予防・健康づくり一人ひとりの介護予防・健康づくり

認知症の人を支えるまちづくり認知症の人を支えるまちづくり認知症の人を支えるまちづくり

社会参加による充実感
活動の広がり・資源の創出

仙台市：取り組みを総合的に支援するとともに、さまざまな機関・団体と
協働した取り組みを推進するための連絡・調整を行う

相互に
関連

相互に
関連

からだの健康づくり こころの健康づくり

まちの担い
手たち（各
種 サ ポ ー
ター、リー
ダーなど）

ＮＰＯ、学
生など

町内会、老
人クラブ、
民児協、地
区社協など

各種スポー
ツ団体、趣
味、生涯学
習サークル
など

普及啓発 情報の集約・発信 バリアフリー活動の機会・場の確保

環境づくり環境づくり環境づくり

施策展開の方向性と全体像（イメージ図）

地域で認知症の方とその家族を支える体制の整備４

高齢化の一層の進展に加え、ひとり暮らしや高齢者のみ世帯が増加していく中で、本市においても認
知症の方が増えていくことから、認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域
で暮らし続けることができる社会の実現を目指して、認知症に対する理解を広め、地域で認知症高齢者
を支える体制の整備を進めていきます。

高齢者保健福祉施策の推進第４章
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① 認知症の方とその家族への支援
② 保健、医療、福祉の専門職による支援

ア 認知症介護の質の向上
イ 早期発見・早期対応の促進

③ 地域における認知症の正しい理解と支え合い
ア 地域における支え合いの推進
イ 認知症に関する正しい知識の普及啓発

① 多職種連携による支援体制の充実
ア 地域ケア会議の開催による連携強化
イ かかりつけ医・専門職等による在宅療養の充実
ウ 関係機関の連携強化

② 地域包括支援センターの機能強化
◇　地域包括ケアシステム構築に向けて関係機関とのネットワークづくり等を担う専任職員を配置
◇　担当圏域の高齢者人口の増加等に対応し地域包括支援センターを４９か所から５０か所に増設するとと
もに、高齢者人口を基準として配置職員を増員

高齢者が在宅生活を継続することができるよう、医療や介護などの様々な専門職が連携し、支援して
いく必要があります。
そのため、地域ケア会議などを通じて、医療・介護の専門職の連携を進めるとともに、地域包括ケア

システムを構築する上で中核としての役割を担う地域包括支援センターの機能強化を図ります。
また、介護支援専門員（ケアマネジャー）や地域包括支援センター職員を対象とした研修の充実など

により、専門職のマネジメント機能の向上を図っていきます。

③ 専門職によるマネジメント機能の充実

地域包括支援センター 被保険者

総合相談・支援事業

社会福祉士等

主任ケアマネジャー等 保健師等
チームアプローチ長

期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業

多面的（制度横断的）
支援の展開

●行政機関、保健所、医療
機関など必要なサービ
スにつなぐ

権利擁護事業

●高齢者虐待への対応
●成年後見制度の活用促進

●日常的個別指導・相談
●支援困難事例等への指導・助言
●地域でのケアマネジャーのネットワークの
構築

●アセスメントの実施
●プランの策定（事業者による
事業実施）
●再アセスメント

包括的・継続的
ケアマネジメント支援事業 介護予防ケアマネジメント事業

地域包括支援センターによる
包括的支援事業展開イメージ〈 〉

多職種連携による在宅での療養・介護提供体制の構築５

日常生活圏域を中心とした介護サービス基盤の整備６

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続け、必要な時に適切な介護サービスを受けることができるよう、
施設サービス、地域密着型サービスの基盤整備を計画的に進めていきます。
また、多様化する高齢者の生活ニーズに対応した暮らしが確保されるよう、サービス付き高齢者向け

住宅など多様な居住基盤の整備を推進し、併せてサービスの質の確保を図ります。

高齢者保健福祉施策の推進第４章
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① 介護サービス基盤の整備
　計画期間（平成２７～２９年度）内の整備量の目標は、次のとおりです。

●　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ７００人分整備
●　介護老人保健施設 ３６０人分整備
●　認知症対応型共同生活介護（グループホーム） ３６０人分整備
●　小規模多機能型居宅介護事業所 １２事業所整備
●　特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等） ３６０人分整備

② 多様な居住基盤の整備とサービスの質の確保

将来にわたる介護人材の確保７

① サービスを担う人材の確保
ア 職員の処遇改善、職場環境の向上に向けた取り組みの推進
イ 事業者の介護人材確保に向けた取り組みの推進
ウ 若い世代の職業意識の醸成
エ 介護に関する専門知識・技能の習得に向けた支援
オ 有資格者への働き掛け

② 質の高いサービスを提供できる人材の確保
ア 介護人材の資質向上
イ キャリアパスの確立

③ 地域での人材の確保

将来にわたって介護人材が質・量ともに確保され、介護サービスが安定的に提供されるよう、関係機
関・団体などと連携しながら積極的に人材確保の取り組みを推進していきます。

多様な生活ニーズに対応した快適で安心できる暮らしの確保８

① 在宅での生活を可能とする各種施策の実施
ア 介護サービス基盤の整備
イ 生活支援サービスの充実
ウ かかりつけ医・専門職等による在宅療養の充実

② 快適に暮らしていくための環境の整備
ア 高齢者が住み続けられる住まいの整備
イ ひとにやさしいまちづくりの推進
ウ 高齢者が暮らしやすい都市構造への転換

③ 安心できる暮らしの確保
ア 災害対応力の強化
イ 日常生活における安心できる暮らしの確保

在宅での生活を支援するため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護などの整備、配食や見守りなどの
生活支援サービスの充実、在宅療養・介護の支援などの生活支援施策を進めるとともに、サービス付き
高齢者向け住宅など多様な居住基盤の整備を推進します。さらに、要援護高齢者に対する災害時の地域
での支え合いや、公共空間のバリアフリー化を進めていきます。

高齢者保健福祉施策の推進第４章

※数字は、計画期間内に公募選定を行う定員数等であり、計画期間後に開所予定の定員数等が含まれます。



8

本市の要介護等認定者数（要支援認定者及び要介
護認定者の合計数）は、平成２６年１０月１日現在、
４０，７４６人です。
今後の要介護等認定者数の推移について、本計画
ではこれまでの出現率の状況、後期高齢者の増加な
どを考慮し、計画の最終年となる平成２９年には約４
万７千人に増加すると見込んでいます。

平成24年 平成25年 平成26年
※平成26年までは実績、平成27年以降推計

平成27年 平成28年 平成29年 平成32年 平成37年

仙台市の要介護等認定者数の推計

0
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52,886

62,458

（人）

要介護等認定者数の推移１

第５期計画期間（平成２４年度～平成２６年度）の給付実績を基本とし、それぞれのサービス種類ごとの、要
介護度別の利用状況や利用者数の増減などを分析したうえで、第６期計画期間（平成２７年度～平成２９年度）
の各年度における要介護等認定者数の推計値等をもとに、利用量を推計しています。また、施設整備の状況
により利用量が影響を受けるサービス（施設サービス、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介
護等）については、上記による分析に、今後の整備見込みによる定員数等を勘案して推計しています。

介護サービス等の種類ごとの量の見込みとその確保策２

各年度における主な介護サービス（介護予防サービス含む）の種類ごとの量の見込み
平成２９年度平成２８年度平成２７年度平成２５年度

１ 居宅サービス等

２，５１８，７２０２，３７６，２５２２，２３１，６１１２，０１４，１６７（回／年）訪問介護

２６２，９１３２４７，２３３２３１，９１７２１０，５１３（回／年）訪問看護

１，０７７，９６５１，０２１，１３４１，２２５，７１３１，０９５，８２９（回／年）通所介護

４１８，４２５４０１，１１２３９６，４２４３６５，２４１（日／年）短期入所生活介護

１３，６１０１２，８１６１２，０４２１０，８２６（人／月）福祉用具貸与

３，３５４３，１６７２，９８６２，６５９（件／年）住宅改修

３０，１９６２８，４９７２６，８４１２３，９５０（人／月）居宅介護支援

２ 地域密着型サービス

３７８２４３１４８－（人／月）定期巡回・随時対応型訪問介護看護

６７９６１１５４４３８２（人／月）小規模多機能型居宅介護

１，７１４１，５９６１，５０３１，２２４（人／月）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

３４３３４３３４３２４９（人／月）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

１０５７８３８－（人／月）看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

２９９，４４３２８１，７３８－－（回／年）地域密着型通所介護

３ 施設サービス

３，３８３３，１２６３，０２６２，８３１（人／月）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

２，９１４２，７２４２，６３７２，５２５（人／月）介護老人保健施設

１１５１１５１１５１１５（人／月）介護療養型医療施設

◆　認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設は、施設の開所見込みをもとに推計しています。
◆　利用定員が１８人以下の小規模な通所介護事業所については、平成２８年度から、地域密着型サービスに移行されます。
◆　訪問介護、通所介護については、新しい総合事業への移行分も含めて推計しています。

※平成２５年度は実績、平成２７年度以降推計

介護給付対象サービス等の量の見込みとその確保策第５章
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●　利用者が身近な地域で必要なサービスを利用することができるよう、日常生活圏域を踏まえなが
ら、立地環境、地域バランスを考慮して介護サービス基盤の整備を図ります。

●　必要とするサービスの量を確保することはもちろんのこと、提供されるサービスの質についても十
分な水準を確保する必要があります。こうした観点から、事業者への指導を行うことや事業者自らが
サービスの質の向上に取り組めるような環境の醸成に努めます。

●　地域密着型サービスの事業者の指定にあたっては、サービス創設の趣旨を踏まえ、認知症高齢者の
増加等に対応し着実なサービス供給を進めるとともに、可能な限りサービスの質の確保を図るという
観点から、その手続の公平、公正性を確保しつつ、適切に審査を行っていきます。

＜見込量確保のための基本的な考え方＞

地域支援事業の量の見込とその確保策３
第５期計画期間（平成２４年度～平成２６年度）の実績を基本とし、同程度又は計画期間の各年度における被

保険者数及び要介護等認定者数の推計値（2頁及び8頁）等をもとに、推計しています。

各年度の主な地域支援事業の量の見込み
平成２９年度平成２８年度平成２７年度平成２５年度

１ 介護予防事業

６９０６６０６３０５８８（人／年）①通所型介護予防事業（元気応援教室）

３５３０２５１９（人／年）②介護予防訪問指導事業

１，０００１，０００１，０００９４４（回／年）③介護予防教室

２ 包括的支援事業

５０５０５０４９（所／年）①地域包括支援センター

９９９９（回／年）②ケアマネジャー研修

６５６０５５４９（回／年）③認知症高齢者家族介護支援事業（家族懇談会、相談会）

３ 任意事業

７７，２４６７３，９００７０，５５４６５，０９２（件／年）①介護給付費適正化事業

３０２５２０１６（件／年）②成年後見制度利用支援事業

３０３３０３３０３３０３（戸／年）③シルバーハウジング生活援助員派遣

４，４９３４，１７２３，８７４３，４８０（件／年）④介護用品支給事業

８０６８０６８０６８０６（回／年）⑤介護相談員派遣事業

３４４，４２１３４１，０１１３３７，６３５３２７，１９８（件／年）⑥食の自立支援サービス事業

※平成２５年度は実績、平成２７年度以降推計

●　事業の内容や地域の社会資源の状況などに応じて、行政、地域包括支援センター、事業者、ボラン
ティア団体や地域団体などのインフォーマルなサービスの担い手等との連携により、効果的な事業実
施を図ります。

●　地域包括支援センターを４９か所から５０か所に増やすとともに、高齢者人口を基準として職員を増員
し、きめ細かなサービスの提供を行っていきます。

＜見込量確保のための基本的な考え方＞

介護給付対象サービス等の量の見込みとその確保策第５章
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第１号被保険者の保険料段階は、基準額（第６段階：割合１．０）に対し、所得の低い層（第１～第５段階：
市町村民税本人非課税）で軽減した分を、所得の高い層（第７段階以上：市町村民税本人課税）の負担で賄
えるよう設定しているものです。
第６期の保険料段階については、第５期同様の１２段階で引き続き設定していきます。
※第６期の保険料段階ごとの対象者と保険料額は１４頁のとおりです。

保険料段階の設定１

平成２７年４月からの制度改正においては、第１号被保険者のうち所得が低い方を対象とした公費（国が
１/２、都道府県・市町村が各１/４ずつ負担）を投入しての保険料軽減措置が設けられます。本市では、国
の方針等の決定に合わせて、軽減措置を行っていく予定です。
また、平成１３年度から、第１号被保険者のうち生活保護世帯と同程度の生活困窮状態にあると認められる
方を対象に実施している介護保険料の軽減措置については、今後国が定める公費による保険料軽減措置との
整合性を図った上で、引き続き実施していきます。

所得が低い方への対応２

（１）　サービスの質の確保・向上
介護サービス事業者に対する指導監査、地域包括支援センターに対する事業評価及び指導、並びにケア
プラン点検を通じた自立支援型ケアマネジメントの推進等の取り組みを進めます。
なお、いわゆる「お泊りデイサービス」を提供する事業所については、届出制や事故報告の仕組みの導

入など、制度改正に適切に対応した利用者保護の観点からの取り組みを進めます。
また、宮城県介護サービス情報公表システムや地域密着型サービス外部評価情報の利用を促進し、利用

者がより適切な事業者を選択できるよう支援します。
（２）　保険給付費の適正化

第３期宮城県介護給付適正化取組方針（平成２７年度～平成２９年度）を踏まえ、引き続き「要介護認定の
適正化」「ケアマネジメント等の適正化」「サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化」に重点的に取り
組み、利用者に対する適切な介護サービスの確保や給付の適正化を図ることにより、制度の信頼を高め、
持続可能な介護保険制度の運営に努めます。

（３）　苦情等への対応
介護サービスの利用に関し、利用者から苦情等が寄せられた場合は、苦情等対応マニュアルに基づき適
切に対応していきます。
また、苦情処理に関わる宮城県国民健康保険団体連合会、地域包括支援センターなどと密接に連携して、

迅速かつ適切な対応に努め、可能な限り問題の解決を図ります。
さらに、介護サービス事業所に介護相談員を派遣し、利用者の疑問等の解消を図るとともに、事業者自

らによる介護サービスの質の向上の取り組みにつなげていきます。

サービスの質の確保と保険給付費の適正化３

（１）　サービス選択のための情報提供の充実
市ホームページにおいて事業者リスト等を掲載するとともに、宮城県介護サービス情報公表システムや
介護保険地域密着型サービス外部評価情報の利用促進を図ります。
さらに、地域包括支援センターや民生委員児童委員など地域の身近な関係機関を通じた情報提供も行っ

ていきます。
（２）　介護保険制度の周知・啓発

市民への制度の周知・啓発に資するよう、パンフレット等の充実を図るとともに、地域の団体やグルー
プを対象に市職員が出向き、制度の仕組みなどについて直接説明する市政出前講座を実施していきます。
　また、地域包括ケアシステム構築に関する地域住民への広報・啓発に取り組んでいきます。

その他介護保険事業を円滑に実施するための方策４

介護保険事業の円滑な運営に関する方策第６章
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計画期間の費用の見込み１
第６期計画期間（平成２７年度～平成２９年度）における介護サービス見込量をもとに、介護報酬の改定等も

見込んだうえで、保険料算定の基礎となる介護保険事業に要する費用の合計額を次の表のとおり算出しまし
た。この費用は、第５期計画期間（平成２４年度～平成２６年度）における費用（計画値）１８１，１１３，６６３千円と比
較すると、１４．５％の増加となります。

※１　「居宅サービス等」の費用は次に掲げる費用の合計額です
・居宅サービス（９種類）（介護予防サービスを含みます）
・特定施設入居者生活介護（介護予防サービスを含みます）
・特定（介護予防）福祉用具購入
・（介護予防）住宅改修
・居宅介護支援（介護予防支援）

※２　「施設サービス」の費用は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養
型医療施設の合計額です

※３　「地域密着型サービス」の費用は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症
対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、地域密着
型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅
介護（複合型サービス）、地域密着型通所介護の合計額です（介護予防サービスを含みます）

※４　「高額介護サービス費等」の費用は高額介護（予防）サービス費、高額医療合算介護（予防）サービス費、特
定入所者介護（予防）サービス費、宮城県国民健康保険団体連合会への審査支払手数料の合計額です。

※５　「地域支援事業」の費用は、介護予防事業、包括的支援事業、任意事業の合計額です。

合　　　計平成２９年度平成２８年度平成２７年度

１０２，７０３，２８８千円３５，５１９，０８８千円３３，４１５，５４４千円３３，７６８，６５６千円居 宅 サ ー ビ ス 等
保
険
給
付
費

５５，９８５，１５８千円１９，８２４，００７千円１８，３７６，３７５千円１７，７８４，７７６千円施 設 サ ー ビ ス

３０，４６１，５４７千円１１，７９２，７２０千円１０，８０９，６０２千円７，８５９，２２５千円地 域 密 着 型 サ ー ビ ス

１３，３９０，０１３千円４，７０９，９８３千円４，４６２，４０４千円４，２１７，６２６千円高額介護サービス費等

２０２，５４０，００６千円７１，８４５，７９８千円６７，０６３，９２５千円６３，６３０，２８３千円小　　計

４，８２９，１７０千円１，６７２，６７３千円１，６１１，８５６千円１，５４４，６４１千円地 域 支 援 事 業

－－－－財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

２０７，３６９，１７６千円７３，５１８，４７１千円６８，６７５，７８１千円６５，１７４，９２４千円合　　計

平成27年度 平成28年度 平成29年度

65,174,924千円 68,675,781千円 73,518,471千円

居宅サービス等

施設サービス

地域密着型
サービス

高額介護サービス費等 地域支援事業

居宅サービス等

施設サービス

地域密着型
サービス

高額介護サービス費等 地域支援事業

居宅サービス等

施設サービス

地域密着型
サービス

高額介護サービス費等 地域支援事業

介護保険事業に係る費用の見込み第７章
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介護保険の財源構成２
①　保険給付
介護保険の保険給付に要する費用は、公費と保険料でそれぞれ２分の１ずつ負担する仕組みとなっています。

第1号被保険者
保険料

（65歳以上の方）
約22.0％

第2号被保険者
保険料

（40～64歳の方）
28.0％

仙台市の負担
12.5％

宮城県の負担
12.5％

国の
調整交付金
約5.0％

国の負担
20.0％

第1号被保険者
保険料

（65歳以上の方）
約22.0％

第2号被保険者
保険料

（40～64歳の方）
28.0％

仙台市の負担
12.5％

宮城県の負担
17.5％

国の
調整交付金
約5.0％

国の負担
15.0％

②　地域支援事業
地域支援事業に係る財源は、介護予防事業と包括的支援事業・任意事業とで異なり、それぞれの財源構成

は次のとおりとなっています。

第1号被保険者
保険料

（65歳以上の方）
22.0％

第2号被保険者
保険料

（40～64歳の方）
28.0％

仙台市の負担
12.5％

宮城県の負担
12.5％

国の負担
25.0％

第1号被保険者
保険料

（65歳以上の方）
22.0％

仙台市の負担
19.5％

宮城県の負担
19.5％

国の負担
39.0％

保険給付費
（施設等給付費を除く。）

施設等給付費＊

包括的支援事業・任意事業介護予防事業＊

介護保険事業に係る費用の見込み第７章

＊介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施設に係る給付費

＊新しい総合事業への移行後は、国の負担割合のうち約５．０％が調整交付金となります
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●　後期高齢者数の増加
●　要介護等認定者数、サービス利用者数の増加
●　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護（グ
ループホーム）、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）などの基盤整備の充実
●　65歳以上の方（第１号被保険者）の負担率の引き上げ（約２１％→約２２％）

保険料増額の主な要因

（１）　保険給付費等から算出した保険料の基準額
１１頁の保険給付費等をもとに、保険料の基準額（月額換算）を算出すると５，７７０円となり、第５期計画期
間（平成２４年度～平成２６年度）との比較では６２８円、約１２．２％の増となります。主な要因は、後期高齢者の増
加に伴う要介護等認定者数の増加によるものです。

（２）　介護保険事業財政調整基金の活用
介護保険料は３年の計画期間内を通じて算定し、単年度の収支結果により剰余が生じたものを積み立て、
保険給付費等が見込みを上回った場合に充当する仕組みとなっています。その剰余分を積み立てている基金
が介護保険事業財政調整基金です。
第６期計画期間においては、介護保険事業財政調整基金の残高のほぼ全額にあたる２３億円を活用し、保険

料の上昇を抑制します。

（３）　第６期計画期間の保険料の基準額
以上により、第６期計画期間（平成２７年度～平成２９年度）の保険料の基準額（月額換算）は、①から２７７円
減少し、５，４９３円となります。これにより、第５期計画期間との比較では３５１円、約６．８％の増加となります。
なお、実際に納めていただく保険料額は、本人の所得や世帯の状況に応じて異なります。（１４頁参照）

計画期間における第１号被保険者の保険料について３

介護保険事業に係る費用の見込み第７章
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第６期計画期間（平成２７年度～平成２９年度）の第１号被保険者（６５歳以上の方）の保険料額

年額保険料
（月額換算）

基準額に
対する割合対象となる方所得

段階区分

３２，９００円　
（　２，７４７円）０．５０

生活保護を受けている方

１

基
準
額
よ
り
軽
減
さ
れ
る
方

世帯員全員が市町村民税非課税で、本人が老齢福祉年金を受給
している方

３２，９００円　
（　２，７４７円）０．５０

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計額が
８０万円以下の方

世帯員全員が市町
村民税非課税で

２

４２，８００円　
（　３，５７１円）０．６５

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計額が８０万円を超え、
１２０万円以下の方

３

４９，４００円　
（　４，１２０円）０．７５

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計額が
１２０万円を超える方

４

５６，０００円　
（　４，６６９円）０．８５

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計額が
８０万円以下の方本人が市町村民税

非課税（世帯に市
町村民税課税の方
がいる場合）で

５

６５，９００円　
（　５，４９３円）１．００

本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入額の合計額が
８０万円を超える方

６
基
準
額

の
方
　

７２，５００円　
（　６，０４３円）１．１０本人の前年の合計所得金額が

１２５万円未満の方

本人が市町村民税
課税で

７

基
準
額
よ
り
増
額
さ
れ
る
方

８２，４００円　
（　６，８６７円）１．２５本人の前年の合計所得金額が

１２５万円以上２００万円未満の方８

９８，８００円　
（　８，２４０円）１．５０本人の前年の合計所得金額が

２００万円以上３００万円未満の方９

１０８，７００円　
（　９，０６４円）１．６５本人の前年の合計所得金額が

３００万円以上５００万円未満の方１０

１２１，９００円　
（　１０，１６３円）１．８５本人の前年の合計所得金額が

５００万円以上７００万円未満の方１１

１３１，８００円　
（　１０，９８７円）２．００本人の前年の合計所得金額が

７００万円以上の方１２

※　実際に１回の納期で納めていただく保険料額は、納付回数が異なる（特別徴収は６回、普通徴収は１０回）ことなどから、
上記の金額とは異なります。

※　公費による軽減がされていない額です。（国の関係法令施行後に実施を決定）

介護保険事業に係る費用の見込み第７章






